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議第１４２号 

 

 

令和６年度村上市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

 

 （総   則） 

第１条 令和６年度村上市の下水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （収益的収入及び支出） 

第２条 令和６年度村上市下水道事業会計予算（以下｢予算｣という。）第３条に定めた収益的収入及び支

出の予定額を次のとおり補正する。 

 

 （科   目）      （既決予定額）     （補正予定額）       （計） 

収   入 

 第１款 下水道事業収益 ３，８６８，０００千円  ５３，０２３千円  ３，９２１，０２３千円 

  第２項 営業外収益  ２，９１５，３４５千円  ５３，０２３千円  ２，９６８，３６８千円 

支 出      

 第１款 下水道事業費用 ３，８６８，０００千円  ５３，０２３千円  ３，９２１，０２３千円 

第１項 営業費用   ３，５３５，３８７千円  ３７，７３５千円  ３，５７３，１２２千円 

第３項 特別損失         ３０１千円  １５，２８８千円     １５，５８９千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第３条 予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，２７３，９８９  

千円は、当年度分消費税等資本的収支調整額７９，２７２千円、過年度分損益勘定留保資金１３０，０

０３千円及び当年度分損益勘定留保資金１，０６４，７１４千円」を「資本的収入額が資本的支出額に

対し不足する額１，２８８，４２０千円は、当年度分消費税等資本的収支調整額７９，２７２千円、過

年度分損益勘定留保資金１３０，００３千円及び当年度分損益勘定留保資金１，０７９，１４５千円」

に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 
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 （科   目）     （既決予定額）      （補正予定額）       （計） 

                     支  出 

 第１款 資本的収入  ３，７８８，６６３千円  △２８９，６１１千円  ３，４９９，０５２千円 

  第４項 補償料     ３９４，２００千円  △２６０，０００千円    １３４，２００千円 

  第６項 出資金   １，２４９，６５６千円   △２９，６１１千円  １，２２０，０４５千円 

                     支  出 

 第１款 資本的支出  ５，０６２，６５２千円  △２７５，１８０千円  ４，７８７，４７２千円 

第１項 建設改良費 １，５４４，６８５千円  △２７５，１８０千円  １，２６９，５０５千円 

 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第４条 予算第９条、議会の議決を経なければ流用することのできない経費「（１）職員給与費 

１３８，９１６千円」を「（１）職員給与費１２７，４５５千円」に改め補正する。 

 

 

 

 令和 ６年１２月 ３日  提 出 

                         村 上 市 長  高 橋 邦 芳 

 

令和 ６年１２月  日  議 決 

                         村上市議会議長  三 田 敏 秋
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令和６年度 村上市下水道事業会計補正予算実施計画説明書 

 

収益的収入及び支出            

収 入 

 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 

１ 下水道事業収益   3,868,000 53,023 3,921,023 

 ２ 営業外収益  2,915,345 53,023 2,968,368 

  １ 補助金 1,807,681 33,438 1,841,119 

      

  ２ 長期前受金戻入 1,066,505 19,585 1,086,090 
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                                (単位：千円) 

節 
備              考 

区    分 金  額 

   

   

   

他会計補助金 33,438 一般会計繰入金 

   

長期前受金戻入 19,585 長期前受金収益化額 
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支 出 

 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 

１ 下水道事業費用   3,868,000 53,023 3,921,023 

 １ 営業費用  3,535,387 37,735 3,573,122 

  ５ 総係費 84,778 3,719 88,497 

      

      

      

      

      

      

  ６ 減価償却費 2,196,924 34,016 2,230,940 

      

 ３ 特別損失  301 15,288 15,589 

  ３ 固定資産譲渡損 0 15,288 15,288 
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                                (単位：千円) 

節 
備              考 

区    分 金  額 

   

   

   

給料 2,549 一般職員給 

手当 486 一般職員手当 

賞与引当金繰入額 302 翌年度支出予定分賞与引当金 

報酬 191 会計年度任用職員報酬 

法定福利費 170 職員共済組合負担金等 

法定福利費引当金繰入額 21 翌年度支出予定分法定福利費引当金 

   

有形固定資産減価償却費 34,016 有形固定資産減価償却費 

   

   

固定資産譲渡損 15,288 固定資産譲渡損 
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資本的収入及び支出            

収 入 

                                 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 

１ 資本的収入   3,788,663 △289,611 3,499,052 

 ４ 補償料  394,200 △260,000 134,200 

  １ 補償料 394,200 △260,000 134,200 

      

 ６ 出資金  1,249,656 △29,611 1,220,045 

  １ 出資金 1,249,656 △29,611 1,220,045 
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                   (単位：千円) 

節 
備              考 

区    分 金  額 

   

   

   

補償料 △260,000 管渠移設補償料 

   

   

出資金 △29,611 一般会計出資金 
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支 出 

                                 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 

１ 資本的支出   5,062,652 △275,180 4,787,472 

 １ 建設改良費  1,544,685 △275,180 1,269,505 

  １ 建設事業費 1,544,471 △275,180 1,269,291 
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                   (単位：千円) 

節 
備              考 

区    分 金  額 

   

   

   

給料 △7,392 一般職員給 

手当 △5,458 一般職員手当 

法定福利費 △2,330 職員共済組合負担金等 

工事請負費 △260,000 工事請負費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



( )

( )

( )

( )

( )

( )

0 0

0 0

計 0 0

その他の
特 別 職

0 0

議　　員

342 342

比
　
較

長　　等

342 342

計 9 342

その他の
特 別 職

9 342

補
　
正
　
前

長　　等

議　　員

342 342

342 342

計 9 342

その他の
特 別 職

9 342

議　　員

期末手当
(千円)

年間支給率
(月分)

寒冷地
手　当
(千円)

その他
手　当
(千円)

計

(千円)

補
　
正
　
後

長　　等

給　与　費　明　細　書

１　特　別　職

区　　分
職員数

(人)

給　　　与　　　費

共済費

(千円)

合　計

(千円)
備考報　酬

(千円)

給　料

(千円)
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( )

( )

( )

※（　）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員（外書き）

２　一　般　職

(１)総　　括

区　　分
職 員 数

給　　　与　　　費

共 済 費 合　　計
　　(人)

報酬 給料 職員手当 計
　　　(千円) 　　　　(千円)

　　　(千円)　　　(千円)　　　(千円)　　　(千円)

補　　正　　後
3

1,644 63,109 43,384 108,137 18,976 127,113
16

補　　正　　前
2

1,453 67,952 48,054 117,459 21,115 138,574
19

比　　　　　較
1

191 △ 4,843 △ 4,670 △ 9,322 △ 2,139 △ 11,461
△ 3

職
 
員
 
手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区　分
扶 養 手 当 管 理 職 手 当 期 末 手 当

補 正 後 1,440 1,146 10,866

勤 勉 手 当 児 童 手 当

　　　　　(千円) 　　　　　(千円) 　　　　　(千円) 　　　　　(千円) 　　　　　(千円)

9,043 1,290

補 正 前 2,166 1,146 11,962 10,819 1,590

　　　　　(千円) 　　　　　(千円) 　　　　　(千円) 　　　　　(千円)

比　　較 △ 726 0 △ 1,096 △ 1,776 △ 300

1,510 264

時間外勤務手当 住 居 手 当 特 殊 勤 務 手 当
区　分

寒 冷 地 手 当 通 勤 手 当

補 正 前 1,297

補 正 後 1,766

　　　　　(千円)

比　　較 469 106 △ 324

　　　　　(千円) 　　　　　(千円)

1,404 588

4,865

賞 与 引 当 金
繰 入 額区　分

管 理 職 員 特 別
勤 務 手 当

退職手当負担金

補 正 前 12,519

補 正 後 11,194

　　　　　(千円)

4,563

比　　較 △ 1,325 302
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△ 4,843

区分
増 減 額

　　(千円)
説　　　　　　　　明

期末手当増 273

勤勉手当増 267

採用に伴う増

退職に伴う減

備　　考

2,927

0

△ 7,770

増 減 事 由 別 内 訳
　　　　　　　　　　(千円)

給与改定に伴う
増減分

昇給に伴う増加分

0

採用者 人
その他の増減分

△ 17,153

0

0

異動に伴う増

異動に伴う減

0

人

人

退職者

9,383

異動減その他の増減

給
　
　
　
　
　
料

人

3

5

0

1,005

6,367

異動増昇格に伴う増 0

昇格に伴う増

その他の増減

給与改定に伴う増減

異動に伴う増

異動に伴う減

採用に伴う増
△ 5,210その他の増減分

△ 4,670

職
　
員
　
手
　
当

△ 11,987

0

退職に伴う減

昇給に伴う増

0

0

0

△ 595

(２)給料及び職員手当の増減額の明細

期末手当・勤勉手当支給率の
改正

制度改正に伴う
増減分

540
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補　正　後

令和６年１１月１日現在

補　正　前

令和６年１月１日現在

平 均 給 料 月 額　(円)

平 均 給 与 月 額　(円)

平 　均 　年　 齢　(歳)

平 均 給 料 月 額　(円)

平 均 給 与 月 額　(円)

平 　均 　年　 齢　(歳)

区　　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職 消　防　職

(３)給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たりの給与

294,344 － －

325,330 － －

４０歳　３月 歳　　月 歳　　月

292,533 － －

　　　　　(円)

一 般 会 計 の 制 度

　　　　　(円)

324,995 － －

３９歳１１月 歳　　月 歳　　月

　　　　　(円)

220,000

－ －

　イ　初任給

高校卒

大学卒

一般行政職 技能労務職 消　防　職

区　分

216,400

－ － 220,000 － 255,200

188,000

一般行政職 技能労務職 消　防　職

185,700188,000

　　　　　(円)　　　　　(円) 　　　　　(円)
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( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

※（　）内は、再任用短時間勤務職員（外書き）

　（級別の標準的な職務内容）

一般行政職 『　一　般　会　計　に　準　ず　る　』

３級 ２級 １級区　分 ５級 ４級７級 ６級

18 100.0
計計

1 100.0
計

4 22.1

１級

１級

２級
1 100.0

２級

1 5.6

３級 １級
9 50.0

３級４級 ２級
1 5.6

４級
3 16.7

３級

５級

５級

４級

補　正　前

令和６年１月１日
現　　在

７級

６級

５級

６級

計 計

１級

３級

５級

４級

２級１級

２級

100.0

100.0

４級

３級

50.0

100.0

25.0

18.7

6.3

計

補　正　後

令和６年１１月１日
現　　在

６級

2

７級

職員数(人) 構成比(％)

16

2

3

1

8

4

級

５級 ６級

５級

４級

２級

１級

３級

構成比(％)

　ウ　級別職員数

職員数(人) 構成比(％)

技能労務職 消　防　職

級 職員数(人)級
区　　　分

一般行政職

15



※（　）内は再任用短時間勤務職員の支給期別支給率

区　分

扶養手当

住居手当

通勤手当

　キ　その他の手当

47.709 
定年前早期退職

特例措置
(2%～20%加算)

一 般 会 計
の　制　度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 

備　考
　　　　(月分) 　　　　(月分) 　　　　(月分) 　　　　(月分)

25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 その他の
加算措置等

5％～15％

5％～15％

5％～15％

備　考

)

4.600

支出率計(月分)
職務上の段階、職務の
級等による加算措置

)

4.600

( 2.350 )

4.500

支 給 期 別 支 給 率

( 2.400

( 2.400

( 1.225 )

2.350

６　月

2.350

( 1.175 )

2.250

(月分) (月分)

( )1.175

( 1.225 )

2.250 2.250

一般会計
の 制 度 2.250

( 1.175 )

区　分

100.0 100.0

　オ　期末・勤勉手当

補 正 前
( 1.175 )

１２月

19 19

補 正 後

19 19

100.0 100.0

19 19

16 16

技能労務職 消　防　職

代　表　的　な　職　種

16 16

昇給に係る職員数　　(Ｂ)

１号給

16

(人)

(％)

職　員　数　　　　　(Ａ)

昇給に係る職員数　　(Ｂ)

１号給

２号給

比　　　率　　(Ｂ)／(Ａ)

職　員　数　　　　　(Ａ)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

３号給

比　　　率　　(Ｂ)／(Ａ)

(人)

(人)

４号給

６号給

(％)

『　一　般　会　計　に　準　ず　る　』

補
　
正
　
後

補
　
正
　
前

号給数別内訳

支 給 率 等

区　　分

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者

(人)

２号給

　エ　昇給

号給数別内訳

区　　　　　　分

16

３号給

４号給

６号給

合　　計
一般行政職

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

差　　異　　の　　内　　容一般会計の制度との異同

16
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注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

    ・減価償却の方法    定額法による。 

    ・主な耐用年数 

      建物         8 年～50 年 

      構築物       40 年～50 年 

      機械及び装置     6 年～22 年 

車両及び運搬具     2 年～ 6 年 

工具、器具及び備品  2 年～20 年 

  (2) 無形固定資産 

    ・減価償却の方法    定額法による。 

  (3) リース資産 

    ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。 

 

２ 引当金の計上方法 

  (1) 退職給付引当金 

    職員の退職手当は、下水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する

普通負担金及び追加負担のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全

部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

  (2) 賞与引当金及び法定福利費引当金 

    職員の期末・勤勉手当及びそれに係る法定福利費の支給に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12

月から 3 月までの 4 か月分）を計上している。 

  (3) 貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不

能見込額を計上している。 

 

 ３ 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。 
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Ⅱ．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

 １ リース取引の処理方法 

   リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

   リース料総額が 300 万円未満のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して

１年以内のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

15,336,228 千円である。 

 

Ⅳ．セグメント情報の概要 

 １ 報告セグメントの概要 

   村上市下水道事業では、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、

農業集落排水事業及び個別排水処理事業を運営しているが、事業の一体性

等の観点から「公共下水道事業」、「農業集落排水事業」の２つを報告セ

グメントとしている。各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとお

りである。 

 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 

下水道法上の下水道、公共下水道及び特定環境保

全公共下水道において、汚水及び雨水の処理を行

う事業 

農業集落排水事業 
下水道法上の下水道以外のもの、農業集落排水施

設、個別浄化槽において汚水の処理を行う事業 
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 ２ 報告セグメントごとの営業収益等 

   当年度（自 令和 6 年 4 月 1 日 至 令和 7 年 3 月 31 日） 

（単位：千円）  

 公共下水道事業  農業集落排水事業 合  計  

営業収益  

営業費用  

706,150 

2,673,923 

161,898 

799,536 

868,048 

3,473,459 

営業損益  

経常損益  

△1,967,773 

△35,018 

△637,638 

5,455 

△2,605,411 

△29,563 

セグメント資産  50,633,396 13,557,709 64,191,105 

セグメント負債  44,974,934 11,750,721 56,725,655 

その他の項目  

一般会計繰入金  

減価償却費  

受取利息  

支払利息  

特別利益  

特別損失  

うち減損損失  

 

2,371,593 

1,732,611 

 

265,612 

3 

15,524 

 

 

702,275 

498,329 

 

62,200 

 

65 

 

 

3,073,868 

2,230,940 

 

327,812 

3 

15,589 

 

 

Ⅴ．その他の注記 

 (1)  償却資産に関わる経過措置 

   償却資産については、供用開始時から減価償却が行われてきたものとし

て算定した当年度期首の帳簿価額を帳簿原価として処理している。 

 

 



（単位：千円）

１

(１)下 水 道 使 用 料 845,463

(２)負 担 金 22,579

(３)受 託 工 事 収 益

(４)その他営業収益 6 868,048

２

(１)管 渠 費 167,308

(２)ポ ン プ 場 費 43,192

(３)処 理 場 費 873,039

(４)受 託 工 事 費

(５)業 務 費 45,167

(６)総 係 費 87,372

(７)減 価 償 却 費 2,230,940

(８)資 産 減 耗 費 25,000

(９)その他営業費用 1,441 3,473,459

2,605,411

３

(１)受取利息及び配当金

(２)補 助 金 1,841,119

(３)長期前受金戻入 1,086,090

(４)その他営業外収益 1,126 2,928,335

４

(１)
支払利息及び企業
債取扱諸費 327,812

(２)その他営業外費用 24,675 352,487 2,575,848

29,563

５ 3 3

６ 15,589 15,589 △ 15,586

45,149

25,923

19,226当年度未処理欠損金

営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 損 失

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

令和６年度　村上市下水道事業補正予算予定損益計算書
(令和　6年　4月　１日から令和　7年　3月31日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益
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（１） 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △ 45,149

減価償却費 2,230,940

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,762

引当金の増減額（△は減少） △ 584

長期前受金戻入額 △ 1,086,090

支払利息 327,812

固定資産除却費 25,000

固定資産譲渡損 15,288

固定資産売却損益（△は益） △ 1

未収金の増減額（△は増加） △ 18,725

未払金の増減額（△は減少） △ 274

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 696

前払金の増減額（△は増加） 10,202

前受金の増減額（△は減少） 0

その他流動資産の増減額（△は増加） 0

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 347

小計 1,459,138

利息の支払額 △ 327,812

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,131,326

（２） 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 2,125,063

固定資産の売却による収入 1

447,274

受益者負担金等による収入 3

△ 4,154

4,154

134,200

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,543,585

（３） 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入金による収入 0

一時借入金の返済による支出 0

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 1,864,700

1,220,045
　一般会計への出資金返還による支出 △ 45,500

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 624,997

資金増加額（又は減少額） △ 1,037,256

資金期首残高 1,178,877

資金期末残高 141,621

（単位：千円）

令和６年度　村上市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和　6年　4月　１日から令和 7年　3月31日まで）

△ 3,664,242
建設改良等の財源に充てるための企業債の
償還による支出

　一般会計からの出資による収入

  国庫補助金等による収入

　短期貸付金による支出

　短期貸付金の回収による収入

　補償等による収入
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